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停電対応システム Proposal of system for power failure
●LEDの規格と安全認証
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LED蛍光灯　規格
現在、国際規格制定中です。2009年７月時点で、韓国の国内規格を国際規格
にしようと、韓国が動き出しています。（KS規格）
世界基準が韓国の国内基準に準じる事による、ＬＥＤ市場を見据えた動きと思
われます。
現在、技術的には韓国が一歩リードしているところで、青色発光ダイオード発
見国である日本も黙って見過ごすわけには行かない為、日本電球工業会が規
格を発表した「電球形LEDランプ性能表示等のガイドライン」や「L形ピン口金
GX16t-5付直管形LEDランプシステム」はあくまでも基準化でありJISに移行
するかでは定かではありません。
また今後、韓国の国内基準は大変レベルが高く、規格外商品も多数有ります。
このような商品の投売りによる、低価格商品の出現に気をつけてください。

PSE・JIS
現在、ＰＳＥ規格やJIS規格は制定されていません。PSEでは、安定器等の規格。
JISには、照度の計測規格があります。
JIS（日本工業規格）とは、我が国の工業標準化の推進を目的とする工業標準
化法（S24年）に基づき制定される国家規格である。PSEは電気用品の製造、
輸入、販売等を規制するとともに、電気用品の安全性の確保につき民間事業
者の自主的な活動を推進することにより、電気用品による危険及傷害の発生
を防止するものである。
しかし、経済産業省が個別の電気製品ごとに構造や材料を細かく定めた安全
基準を大幅に簡素化（454品目を10分類）ただ安全性を自ら判断するため従
来より企業の責任は重くなる発表がされました。（2011年5月）
LED蛍光灯に規格が無いのに、「規格取得」と謳うメーカー様もあるようです。
ＰＳＥ規格取得等は、変圧器（交流を直流に変換）で、取得した物です。

世界の安全規格（LEDの安全認証）
【CE規格　EU加盟国】
CEマークは、商品がすべてのEU加盟国の基準を満たすものに付けられる
マークで、販売する際には取得が必要となる。
CEマーク使用の許可には商品が所定の基準を充たしているという証拠の文
書化が必要となる。外部の検査機関などで評価、文書化を行う場合もあるが、
一般的には企業が独自に行う。
【ＫＳ規格　韓国】
KSマークの「KS」は、韓国産業規格（Korean Industrial Standards）の略称
であり、産業標準化法に基づいて産業標準審議会での審議を通じ、技術標準
院長の告示で確定されます。
この規格は、韓国製工業製品の品質向上やその維持、使用者や消費者が外見
から判断し難い加工品や商品を安心して入手できることを目的としています。
KSマークには製品と加工技術を表示する2種類があり、このマークを取得す
るためには、韓国標準協会へKSマーク取得審査を申請し、当協会による当該
工場の品質管理の実施状況等について総合的な審査を受けます。
・ＫＳＣ７６５３（ＬＥＤ互換性）・ＫＳＣ７６５５（ＬＥＤモジュール）
【ＣＣＣ規格　中国】
「CCC認証制度」はChina Compulsory Certification の略です。
中国の強制製品認証制度のことで、2002年5月1日に施行されました。
強制製品認証の管理を行う主管部門は国家認証認可監督管理委員会 (CNCA)
で、強制製品認証に関する制度、規定を制定します。 また「強制的製品認証実
施製品目録」の認可と公布は、国家品質監督検験検疫総局 (AQSIQ) が実施
します。
国内企業が出荷および輸入する「目録」の製品は、全て認証証書を取得し、認
証マーク（CCCマーク）を付けます。そうしなければ取り次ぎ販売店および輸
入元は輸入、販売することはできません。認証申請の受け付けは、CNCAが
指定した認証機関が行います。
・Ｇ８７０００．１０－１９８８（固定式照明器具）
【ＢＳＭＩ認証　台湾】
電気・電子製品の安全および EMC規制は、経済部標準検験局 (BSMI) が管
轄しており、製品により適用される検証方法が異なります。 規制対象製品は製
品ごとに指定されている検証方法によって、BSMIから認証を取得する必要が
あります。
規制内容は、安全のみ、EMCのみ、または安全＋EMCがあり、験證登録の場
合には形式試験に工場検査、品質管理制度、または適合形式声明のいずれか

が付加されます。
CN５１５２４７（照明用LED素子）　CN515250（LEDモジュール）

【UL規格　アメリカ】
UL（Underwriters Laboratories Inc. アメリカ保険業者安全試験所）は
1894年、非営利団体として設立され、火災、盗難その他の事故から、人命・
財産を保護するための研究、試験、検査を行っています。
ULの認証取得は任意にもかかわらず、 州や地方自治体レベルでUL認定を義務
付けている例も多く、 アメリカの電気製品の多くはUL認定品となっています。
評価の結果、適合となったときは、調査完了書が発行されます。 初回ロット検
査に合格となった場合には、UL マークをつけた製品を出荷できます。製品出
荷後は、工場検査員の定期検査を受けます。
不適合の場合は、その旨がULより通知されますので、再評価および再試験
となります。
・UL8750（LED照明製品別途制定）

【RoHS規格　EU加盟国】
EU全域で電気電子機器を対象に、Pd（鉛）、Cd（カドニウム）、Hg（水銀）、6価ク
ロム、PBB（ポリ臭化ビフェニル）、PBDE（ポリ臭化ジフェニルエーテル）の六つ
の有害物質の使用量を規制しています。

【ISO】
１４００１及び９００１において、規格は制定されていません。（２００９年６月時）更
新や認定の時には、「ダメなところ」が無ければ良いそうです。項目に一つでも
×が在ると、更新、認定が出来ません。
その項目に、ＬＥＤである事や蛍光灯である事等は無く、照度がいくつ以上とい
う項目を満たしていれば良く、ＬＥＤ蛍光灯を取り付けていれば「良い事してま
すね。」と成るそうです。

照明器具は設置して8～10年経つと、外見に異常が無くても内部やソケットの
劣化は進行しています。
照明器具の耐用年数は使用条件（周囲温度・湿度・電源電圧・点灯時間・汚損・
振動など）によって大きく影響され、一律に規定することが困難ですが、
JISC8105-1の解説では次のように示されています。

JIS C8105-1「照明器具_第一部：安全性追求事項通則」解説より抜粋
電気用品安全法の技術基準では、既定条件での電気絶縁材料の性能の限界
を40,000時間としております。
実際には諸条件が影響し、30,000時間くらいから磨耗故障期とよばれる部品
劣化が始まるとされております。
劣化が進んだ照明器具のランプを取り替える場合は、照明器具のお取り換え
をお薦め致します。

●照明器具の経年劣化確認

●電気料金の計算方法

消費電力（Kw） × 使用時間（h） × 電気単価（円／Kwh）＝電気代
※電気代の全国平均単価＝22円／Kwh

例：FLR蛍光灯×2灯用85Wを日／10時間、年／300日使用した場合

例：LED蛍光灯×2灯用40Wを日／10時間、年／300日使用した場合

２,970円もお得になります

85W÷1,000×3,000h×22円＝  5,610円

40W÷1,000×3,000h×22円＝  2,640円

FLR蛍光灯

LED蛍光灯

停電のリスクを回避、安心安全を守る
停電を検知して、電源自動切り替え1.5kw負荷時3時間使用可能

1.停電時重要負荷に自動切り替え
通常は商用電源、停電時はバッテリー給電に自動で切り替えます。

■ 参考使用例（基本システム）

他社非常電源 停電対応システム

停電を検知し商用電源に自動切り替え
45万円（1Kwh）
鉛蓄電池（メンテナンスフリー）
切り替え盤スペース及びバッテリー設置場所が必要

停電時の電源切替操作
機器価格の比較（現地据え付け工事費は含みません）
電池種類
設置スペース

コンセントの差し替えが必要
87万円程度（1Kwh）
リチウムイオン
コンパクト

■ 他社市販品との比較

適用負荷

バッテリー容量

充電時間

ノートパソコン   2台  3時間使用

照明40W LED  15台  3時間使用

262Ah（PVX-690T 8台）

約7時間

1kw負荷 3時間使用

適用負荷

バッテリー容量

充電時間

ノートパソコン   2台  3時間使用

照明40W LED  25台  3時間使用

393Ah（PVX-690T 12台）

約10.5時間

1.5kw負荷 3時間使用

※上記は、停電対応システムパネル1面、バッテリー収納パネ
ル1面の構成となっております。上記以上の時間でのご使用
につきましては、停電対応システムパネル、バッテリー収納
パネル増設により対応可能です。

バッテリー

バッテリー放電深度50％で
1000サイクルの長寿命

■ 停電対応システム

太陽光モジュール

パワコン
（自立運転機能付）

常時商用連系

蛍光灯

コンピュータ

停電時は太陽光より
バッテリーへ充電

停電対応システム

2.重要負荷容量に応じたシステム設計が可能（最大負荷は3Kw）
1.5kwの負荷を3時間使用できます。負荷により、使用時間は延長されます。
3kwの負荷時は1.5kw 2回路となります。
上記を超える容量につきましては、別途ご提案させていただきます。

3.太陽光発電設備の併設で、停電時でもバッテリー充電可能
通常は商用連系にて余剰電力を売電。非常時は太陽光発電よりバッテリーに充電。
充電されたバッテリーより重要負荷に送電します。

4.電力制限を行いバッテリーを保護。バッテリー電力を最大限利用可能に
バッテリー充放電を最適化しバッテリーの寿命を延ばします。
電力超過になると、ブザーで警報。その後の電力消費により停止。

5.深夜電力を活用すれば、さらにおトク
深夜電力をお使いの方は、料金がお得な電気を蓄電し、非常時に有効活用できます。


